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1.　平成18年９月中間期の業績（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

(1) 経営成績
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年９月中間期 6,658 26.6 224 △7.0 257 △2.3

17年９月中間期 5,259 － 241 － 263 －

　18年 ３月 期 11,353 　 433 　 451 　
　

　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益
　 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 137 △2.1 8,582 13

17年９月中間期 140 － 48,685 85

　18年 ３月 期 400 　 27,572 75
(注) ① 期中平均株式数 18年９月中間期 16,050株 17年９月中間期 2,890株 18年３月期 14,524株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率であります。

　
④ 平成16年９月中間期は、業績の開示を行っていないため、平成17年９月中間期の対前年中間期増減率については記載して

おりません。

　

⑤ 当社は平成17年10月18日開催の取締役会の決議に基づき、平成17年11月22日付をもって普通株式１株につき５株の分割を
行っております。なお、当該株式分割が全期首に行われたと仮定した場合の前中間会計期間における１株当たり中間純利
益は、9,737円17銭であります。

　 ⑥ 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年９月中間期 6,233 1,567 25.1 97,664 15

17年９月中間期 4,806 704 14.6 243,670 00

　18年 ３月 期 5,274 1,447 27.4 90,187 56
(注) ① 期末発行済株式数 18年９月中間期 16,050株 17年９月中間期 2,890株 18年３月期 16,050株

　 ② 期末自己株式数 18年９月中間期 － 株 17年９月中間期 － 株 18年３月期 － 株

　

③ 当社は平成17年10月18日開催の取締役会の決議に基づき、平成17年11月22日付をもって普通株式１株につき５株の分割を
行っております。なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前中間会計期間における１株当たり純資産は、
48,734円00銭であります。

　 ④ 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　

2.　平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 14,200 650 330

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）6,853円58銭
当社は平成18年８月31日開催の取締役会の決議に基づき、平成18年10月１日付をもって普通株式１株につき３株の分

割を行っております。１株当たり予想当期純利益は、分割考慮後の数値であります。
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3.　配当状況

・現金配当 １株当たり配当金(円)

　 第１四半期末 中間期末 第３四半期末 期末 年間

18年３月期 ― 500 ― 1,000 1,500

19年３月期(実績) ― 1,000 ― ―
1,700

19年３月期(予想) ― ― ― 700

(注) 当社は平成18年８月31日開催の取締役会の決議に基づき、平成18年10月１日付をもって普通株式１株につき３株の分割を行ってお

ります。当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合、１株当たり年間配当金は平成18年３月期 500円となり、当事業年度の

１株当たり年間配当金（予測）は 1,033円33銭となります。

　

　　　※　上記に記載した予測数値は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。従いまして実際

の実績は、今後様々な要因によって上記予測数値と異なる場合がございます。
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中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 417,149 　 　 764,923 　 　 790,071 　 　

　２　売掛金 　 1,246,141 　 　 1,574,417 　 　 1,409,560 　 　

　３　前払費用 　 77,757 　 　 110,633 　 　 45,664 　 　

　４　繰延税金資産 　 40,913 　 　 43,728 　 　 68,676 　 　

　５　立替金 　 21,380 　 　 24,927 　 　 19,594 　 　

　６　その他 　 7,199 　 　 51,730 　 　 92,185 　 　

　　　　貸倒引当金 　 ― 　 　 △422 　 　 △248 　 　

　　　流動資産合計 　 　 1,810,542 37.7 　 2,569,938 41.2 　 2,425,504 46.0

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 626,996 　 　 931,714 　 　 787,174 　 　

　　(2) 土地 　 222,770 　 　 921,967 　 　 335,414 　 　

　　(3) その他 　 130,273 　 　 170,928 　 　 196,069 　 　

　　　有形固定資産合計 　 980,041 　 20.4 2,024,609 　 32.5 1,318,658 　 25.0

　２　無形固定資産 　 70,510 　 1.4 68,357 　 1.1 79,765 　 1.5

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 関係会社株式 　 1,479,291 　 　 979,270 　 　 979,270 　 　

　　(2) 敷金及び保証金 　 283,822 　 　 394,775 　 　 277,960 　 　

　　(3) その他 　 177,440 　 　 189,973 　 　 183,985 　 　

　　　投資その他の
　　　資産合計

　 1,940,554 　 40.4 1,564,020 　 25.1 1,441,216 　 27.3

　　　固定資産合計 　 　 2,991,106 62.2 　 3,656,987 58.7 　 2,839,640 53.8

Ⅲ　繰延資産 　 　 5,285 0.1 　 6,076 0.1 　 9,276 0.2

　　　資産合計 　 　 4,806,933 100.0 　 6,233,002 100.0 　 5,274,420 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 　 660,228 　 　 817,975 　 　 794,813 　 　

　２　短期借入金 　 1,271,187 　 　 1,400,000 　 　 700,000 　 　

　３　１年以内返済予定の
　　　長期借入金

　 405,728 　 　 525,052 　 　 467,652 　 　

　４　１年以内償還予定の
　　　社債

　 85,000 　 　 85,000 　 　 85,000 　 　

　５　未払費用 　 59,048 　 　 103,869 　 　 103,850 　 　

　６　未払法人税等 　 142,637 　 　 99,313 　 　 11,507 　 　

　７　賞与引当金 　 40,766 　 　 70,066 　 　 41,310 　 　

　８　その他 　 202,727 　 　 426,639 　 　 420,180 　 　

　　　流動負債合計 　 　 2,867,323 59.7 　 3,527,917 56.6 　 2,624,313 49.8

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 　 295,000 　 　 210,000 　 　 252,500 　 　

　２　長期借入金 　 776,550 　 　 746,488 　 　 774,154 　 　

　３　退職給付引当金 　 1,972 　 　 ― 　 　 3,620 　 　

　４　役員退職慰労引当金 　 161,881 　 　 181,087 　 　 172,322 　 　

　　　固定負債合計 　 　 1,235,403 25.7 　 1,137,575 18.3 　 1,202,596 22.8

　　　負債合計 　 　 4,102,727 85.4 　 4,665,492 74.9 　 3,826,910 72.6

 (資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 200,000 4.2 　 ― ― 　 404,000 7.7

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　資本準備金 　 9,871 　 　 ― 　 　 296,911 　 　

　　資本剰余金合計 　 　 9,871 0.2 　 ― ― 　 296,911 5.6

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 5,095 　 　 ― 　 　 5,817 　 　

　２　任意積立金 　 250,000 　 　 ― 　 　 250,000 　 　

　３　中間(当期)
　　　未処分利益

　 232,821 　 　 ― 　 　 484,638 　 　

　　利益剰余金合計 　 　 487,916 10.1 　 ― ― 　 740,455 14.0

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 6,418 0.1 　 ― ― 　 6,143 0.1

　　　資本合計 　 　 704,206 14.6 　 ― ― 　 1,447,510 27.4

　　　負債・資本合計 　 　 4,806,933 100.0 　 ― ― 　 5,274,420 100.0
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 (純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ― 　 404,000 6.5 　 ― ―

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 ― 　 　 296,911 　 　 ― 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 296,911 4.8 　 ― ―

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 ― 　 　 5,817 　 　 ― 　 　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　任意積立金 　 ― 　 　 650,000 　 　 ― 　 　

　　　　繰越利益剰余金 　 ― 　 　 206,331 　 　 ― 　 　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 862,148 13.8 　 ― ―

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 1,563,060 25.1 　 ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 ― ― 　 4,449 0.0 　 ― ―

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 ― ― 　 4,449 0.0 　 ― ―

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 1,567,509 25.1 　 ― ―

　　　負債・純資産合計 　 　 ― ― 　 6,233,002 100.0 　 ― ―
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 5,259,134 100.0 　 6,658,872 100.0 　 11,353,478 100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 4,081,599 77.6 　 5,128,575 77.0 　 8,837,114 77.8

　　　売上総利益 　 　 1,177,535 22.4 　 1,530,297 23.0 　 2,516,363 22.2

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 936,008 17.8 　 1,305,789 19.6 　 2,083,019 18.4

　　　営業利益 　 　 241,526 4.6 　 224,508 3.4 　 433,344 3.8

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 42,401 0.8 　 58,569 0.9 　 89,971 0.7

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 20,355 0.4 　 25,533 0.4 　 71,767 0.6

　　　経常利益 　 　 263,573 5.0 　 257,544 3.9 　 451,548 3.9

Ⅵ　特別利益 ※３ 　 21 0.0 　 4,310 0.0 　 148 0.0

Ⅶ　特別損失 ※４ 　 918 0.0 　 6,007 0.1 　 2,806 0.0

　　　税引前中間
　　　(当期)純利益

　 　 262,676 5.0 　 255,847 3.8 　 448,890 3.9

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 138,640 　 　 94,628 　 　 97,716 　 　

　　　法人税等調整額 　 △16,666 121,973 2.3 23,475 118,103 1.7 △49,292 48,423 0.4

　　　中間(当期)純利益 　 　 140,702 2.7 　 137,743 2.1 　 400,466 3.5

　　　前期繰越利益 　 　 92,119 　 　 ― 　 　 92,119 　

　　　中間配当金 　 　 ― 　 　 ― 　 　 7,225 　

　　　中間配当に伴う利益
　　　準備金積立額

　 　 ― 　 　 ― 　 　 722 　

　　　中間(当期)
　　　未処分利益

　 　 232,821 　 　 ― 　 　 484,638 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金

資本剰余金
　合計

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高
(千円)

404,000 296,911 296,911 5,817 250,000 484,638 740,455 1,441,367

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

　別途積立金の積立 　 　 　 　 400,000 △400,000 ― ―

　剰余金の配当 　 　 　 　 　 △16,050 △16,050 △16,050

　中間純利益 　 　 　 　 　 137,743 137,743 137,743

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

　 　 　 　 　 　 　 　

中間会計期間中の変動額
合計(千円)

　 　 　 　 400,000 △278,306 121,693 121,693

平成18年９月30日残高
(千円)

404,000 296,911 296,911 5,817 650,000 206,331 862,148 1,563,060

　

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高
(千円)

6,143 6,143 1,447,510

中間会計期間中の変動額 　 　 　

　別途積立金の積立 　 　 ―

　剰余金の配当 　 　 △16,050

　中間純利益 　 　 137,743

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△1,693 △1,693 △1,693

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△1,693 △1,693 119,999

平成18年９月30日残高(千円) 4,449 4,449 1,567,509
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

(1) 子会社株式

　　移動平均法による原価

法を採用しております。

(1) 子会社株式

同左

　

(1) 子会社株式

同左

　

　 (2) その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　中間期末日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は、全部資本直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定)を採用してお

ります。

(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　中間期末日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は、全部純資産

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定)を採用して

おります。

　

(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　期末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は、全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定)を採用しておりま

す。

　 　　時価のないもの

　　　移動平均法による原

価法を採用しておりま

す。

　　時価のないもの

同左

　

　　時価のないもの

同左

　

２　固定資産の減価償

却の方法

(1) 有形固定資産

　　定率法を採用しており

ます。

　　但し、平成10年４月１

日以降に取得した建物(附

属設備を除く)については

定額法によっておりま

す。

　　主な耐用年数

建物 ３～50年

車両運搬具 ２～６年

器具及び備品３～20年

(1) 有形固定資産

　　定率法を採用しており

ます。

　　但し、平成10年４月１

日以降に取得した建物(附

属設備を除く)については

定額法によっておりま

す。

　　主な耐用年数

建物 ３～50年

車両運搬具 ２～６年

器具及び備品２～20年

　

　

(1) 有形固定資産

　　定率法を採用しており

ます。

　　但し、平成10年４月１

日以降に取得した建物(附

属設備を除く)については

定額法によっておりま

す。

　　主な耐用年数

建物 ３～50年

車両運搬具 ２～６年

器具及び備品３～20年

　

　 (2) 無形固定資産

　　定額法を採用しており

ます。

　　但し、自社利用のソフ

トウエアについては社内

における利用可能期間(５

年)に基づく、定額法によ

っております。

(2) 無形固定資産

同左

　

(2) 無形固定資産

同左

　

　 (3) 長期前払費用

　　均等償却によっており

ます。

(3) 長期前払費用

同左

　

(3) 長期前払費用

同左

　

３　繰延資産の処理方

法

(1) 新株発行費

　　３年で均等額を償却し

ております。

(1) 新株発行費

同左

　

(1) 新株発行費

同左

　

　 (2) 社債発行費

　　３年で均等額を償却し

ております。

(2) 社債発行費

同左

　

(2) 社債発行費

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

４　引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

　　債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権は貸倒実績率により貸

倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

　

(1) 貸倒引当金

同左

　

　 (2) 賞与引当金

　　従業員の賞与の支給に

備えるため、支給見込額

に基づき計上しておりま

す。

(2) 賞与引当金

同左

　

(2) 賞与引当金

同左

　

　 (3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、中間期末にお

ける退職給付債務の見込

額に基づき簡便法により

計上しております。

(3) 退職給付引当金

同左

　

(3) 退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末

における退職給付債務の

見込額に基づき簡便法に

より計上しております。

　 (4) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく中間期末要支給額

を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

同左

　

(4) 役員退職慰労引当金

　　役員の退職慰労金の支

給に備えるため、内規に

基づく期末要支給額を計

上しております。

５　リース取引の処理

方法

　リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。

同左

　

同左

　

６　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっておりま

す。

消費税等の会計処理

同左

　

消費税等の会計処理

同左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

　当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会　平成14年

８月９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業会計

基準委員会　平成15年10月31日　企

業会計基準適用指針第６号)を適用し

ております。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

―

　

(固定資産の減損に係る会計基準)

　当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会　平成14年８月

９日))及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会　平成15年10月31日　企業会

計基準適用指針第６号)を適用してお

ります。

　これによる損益に与える影響はあ

りません。

― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等）

　当中間会計期間から「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準委員会　平成17

年12月９日　企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準委員会　平成17年12

月９日　企業会計基準適用指針第８

号）を適用しております。

これによる損益に与える影響はあり

ません。

　従来の「資本の部」の合計額に相

当する金額は1,567百万円でありま

す。　

　なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間財務諸表は、改正後の中間財務諸

表等規則により作成しております。

―
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注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

111,038千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

189,656千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

142,020千円

　

(中間損益計算書関係)

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 441千円

受取配当金 90千円

事務手数料収入 41,062千円

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 874千円

受取配当金 113千円

事務手数料収入 54,090千円

※１　営業外収益のうち主要なもの

受取利息 655千円

受取配当金 90千円

事務手数料収入 86,371千円

　 　 　

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 16,945千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 17,091千円

※２　営業外費用のうち主要なもの

支払利息 33,792千円

　 　 　

※３　特別利益のうち主要なもの

投資有価証券
売却益

21千円

※３　特別利益のうち主要なもの

固定資産売却益 530千円

固定資産受贈益 3,779千円

　　　固定資産受贈益の内容は、中

央研究所取得に伴う器具及び

備品であります。

※３　特別利益のうち主要なもの

投資有価証券
売却益

21千円

固定資産売却益 127千円

　 　 　

※４　特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 918千円

※４　特別損失のうち主要なもの

固定資産除却損 6,007千円

※４　特別損失のうち主要なもの

固定資産売却損 194千円

固定資産除却損 2,612千円

　 　 　

　５　減価償却実施額は、次のとお

りであります。

有形固定資産 24,231千円

無形固定資産 9,959千円

　５　減価償却実施額は、次のとお

りであります。

有形固定資産 51,033千円

無形固定資産 13,033千円

　５　減価償却実施額は、次のとお

りであります。

有形固定資産 63,147千円

無形固定資産 21,706千円

　

(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間(自 平成18年４月１日　至 平成18年９月30日)

１　自己株式の種類及び株式数に関する事項

該当事項はありません。
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リース取引関係

　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

工具、
器具及び
備品

71,814 47,608 24,205

ソフト
ウェア

3,636 909 2,727

合計 75,450 48,518 26,932

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

中間期末
残高
相当額
(千円)

工具、
器具及び
備品

140,137 53,631 86,505

ソフト
ウェア

3,636 1,818 1,818

合計 143,773 55,450 88,323

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

工具、
器具及び
備品

104,186 40,119 64,066

ソフト
ウェア

3,636 1,363 2,272

合計 107,822 41,483 66,339

２　未経過リース料中間期末残高相

当額等

　　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 14,012千円

１年超 14,020千円

　合計 28,033千円

２　未経過リース料中間期末残高相

当額等

　　未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 26,099千円

１年超 63,652千円

　合計 89,752千円

２　未経過リース料期末残高相当額

等

　　未経過リース料期末残高相当額

　

１年内 21,736千円

１年超 45,540千円

　合計 67,276千円

３　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 8,470千円

減価償却費
相当額

7,838千円

支払利息相当額 507千円

３　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 14,429千円

減価償却費
相当額

13,966千円

支払利息相当額 954千円

３　支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失

支払リース料 20,142千円

減価償却費
相当額

18,775千円

支払利息相当額 1,078千円

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

　

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

　

５　利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

５　利息相当額の算定方法

同左

　

５　利息相当額の算定方法

同左

　

(減損損失について)

　リース資産に配分された減損損失

はありません。

(減損損失について)

同左

　

(減損損失について)

同左
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有価証券関係

前中間会計期間(自 平成17年４月１日　至 平成17年９月30日)及び当中間会計期間(自 平成18年４月１日　

至 平成18年９月30日)並びに前事業年度(自 平成17年４月１日　至 平成18年３月31日)において子会社株式及び関

連会社株式で時価のあるものはありません。

　

　

１株当たり情報

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。
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重要な後発事象

　

前中間会計期間 （自 平成17年４月１日　至 平成17年９月30日）

当社は、平成17年10月18日開催の取締役会において株式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしております。

当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。

１　平成17年11月22日付をもって平成17年11月４日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を１株

に付き５株の割合をもって分割する。

２　分割により増加する株式数　　普通株式　11,560株 

３　配当起算日　　　　　　　　　平成17年10月１日

当期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における(１株当たり情報)の各数値はそれぞれ以下のとおりであ

ります。

　
当中間会計期間

(自 平成17年４月１日　至 平成17年９月30日)

　

１株当たり純資産額　　　 48,734.00円
１株当たり中間純利益金額  9,737.17円
　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額については、潜在株式
が存在しないため記載しておりません。

　

当中間会計期間 （自 平成18年４月１日　至 平成18年９月30日）

当社は、平成18年８月31日開催の取締役会において株式分割による新株式の発行を行う旨の決議をしております。

当該株式分割の内容は、下記のとおりであります。

１　平成18年10月１日付をもって平成18年９月30日（但し、当日は株主名簿管理人の休日であるため、実質上は平

成18年９月29日）最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を１株に付き３

株の割合をもって分割する。

２　分割により増加する株式数    普通株式　32,100株 

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における(１株当たり情報)の各数値はそれぞれ以下のとおりであ

ります。

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
　至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
  至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
  至　平成18年３月31日)

１株当たり純資産額　 　　16,244.67円
１株当たり中間純利益金額  3,245.72円
　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純
利益金額については、潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。

１株当たり純資産額　 　　32,554.72円
１株当たり中間純利益金額  2,860.71円
　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純
利益金額については、潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。

１株当たり純資産額　　　 30,062.52円
１株当たり当期純利益金額  9.190.71円
　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額については、潜在株式が存在しな
いため記載しておりません。

　

前会計年度 （自 平成17年４月１日　至 平成18年３月31日）

重要な資産の取得について

関東方面の登録スタッフを対象にした研修施設として利用する目的で、千葉県松戸市の物件(土地・建物)を、平成

18年４月３日に取得いたしました。

１　取得資産　　　　土地　　7,048.75㎡

　　　　　　　　　　建物　　3,984.15㎡

２　契約価額　　　　570,000千円

３　資金調達方法

公募発行増資による調達資金491,040千円及び残額につきましては自己資金を充当しております。
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